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議案第１４０号 福島市保育士等奨学資金貸付条例の一部を改正する条例制定の件 

 

                                                             幼稚園・保育課 

 【議案書６９頁】 

１ 条例（一部改正）の趣旨 

  福島市保育士等奨学資金借入者の就労対象施設拡充の為、所要の改正を行うものである。 

 

２ 条例の概要 

保育士等の養成施設等に修学し、将来市内の保育所等において保育士等として勤務する意思を有する者に対して、保育士等奨

学資金を貸し付け、その修学を支援するための制度を定めるもの。 

 

３ 条例改正の主な内容 

  市内の認可保育施設及び幼稚園のみとされている就労対象施設に、保育士の配置を求められる他の児童福祉施設等を加える。 

 

４ 条例の施行日 

  この条例は、公布の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 
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５ 新旧対照表 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(１) 保育所等 次のアからオまでに掲げる施設をいう。 (１) 保育所等 次のアからオまでに掲げる施設をいう。 

ア～オ （略） ア～オ （略） 

カ 法第40条に規定する児童厚生施設 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

キ 法第41条に規定する児童養護施設 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ク 法第42条に規定する障がい児入所施設 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ケ 法第43条に規定する児童発達支援センター ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

コ 法第43条の２に規定する児童心理治療施設 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

サ 法第59条の２の規定により届け出をした認可外保育施設 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

シ その他市長が認める施設 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(２)・(３) （略） 

 

(２)・(３) （略） 

 

 

＜対象施設＞ 

改正後 改正前 

公立保育所・認定こども園１４施設、市立幼稚園１０施設、私立保育所３４施設、 

私立認定こども園１２施設、地域型保育事業所２２施設、私立・国立幼稚園１３施設、 

児童厚生施設５施設、児童養護施設３施設、福祉型障害児入所施設１施設、福祉型児童発達

支援センター１５施設、医療型児童発達支援センター１施設、認可外保育施設３４施設 

 

合計１６４施設 

 

公立保育所・認定こども園１４施設、市立幼稚園１０施設、私立保育所３４施設、 

私立認定こども園１２施設、地域型保育事業所２２施設、私立・国立幼稚園１３施設 

 

合計１０５施設 
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　議案第１２８号　　　　令和４年度福島市一般会計補正予算（第１１号）

幼稚園・保育課  

（単位　千円）

款 項 目 事  業  名 補正額 国  庫
支出金

16 ３ ２ ２
民生費 児童

福祉費
児童
措置費 公立保育所運営費 5,705 - - - 5,705

16 ３ ２ ２
民生費 児童

福祉費
児童
措置費 市立認定こども園運営費 3,257 - - - 3,257

21 １０ ５ １

教育費
幼稚園
費

幼稚園
費

幼稚園総務運営費 2,816 - - - 2,816

説　　　　明

１．目的
　教育・保育施設運営費において原油価格
高騰に対応するため。

２．内容
　原油価格の高騰に伴って電気代、ガス
代、燃料費等の価格も高騰しているため、
光熱費及び燃料費の今年９月までの実績に
１０月以降の価格高騰分を加味し、積算し
た結果、不足額を補正をするもの。

予算
説明
書頁

財　　源　　内　　訳

県支出金 その他 一般財源

対象施設数・補正額内訳 単位：千円

施設区分 施設数 当初予算額 見込み額 補正額

公立保育所 11 18,389 24,094 5,705

市立認定こども園 3 8,419 11,676 3,257

市立幼稚園 10 7,366 10,182 2,816

合計　 24 34,174 45,952 11,778
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　議案第１４７号　　　　令和４年度福島市一般会計補正予算（第１２号）

こども政策課、幼稚園・保育課

（単位　千円）

款 項 目 事  業  名 補正額 国  庫
支出金

　　議案第○○号　　令和４年度福島市一般会計補正予算（第〇号）・・・・・・・・・・・・・２頁～３ ２ １

11
民生費 児童

福祉費
児童福祉
総務費

こどもの安心・安全対策
推進事業費
（総合経済対策）

3,600 2,000 - - 1,600

　　議案第○○号　　令和４年度福島市一般会計補正予算（第〇号）・・・・・・・・・・・・・２頁～３ ２ ２

12
民生費 児童

福祉費
児童
措置費

こどもの安心・安全対策
推進事業費
（総合経済対策）

72,460 54,060 - - 18,400

　　議案第○○号　　令和４年度福島市一般会計補正予算（第〇号）・・・・・・・・・・・・・２頁～１０ ５ １

24
教育費 幼稚園

費
幼稚園費 こどもの安心・安全対策

推進事業費
（総合経済対策）

2,000 1,200 - - 800

予算
説明
書頁

財　　源　　内　　訳

県支出金 その他 一般財源
説　　　　明

１ 目的

児童施設における安心・安全対策の強化を図る。

２ 内容

（１）送迎車両への安全装置設置

①認可外保育施設へ補助：２施設（３台） → 540千円

・補助額：１台当たり180千円 （財源：国10/10）

②放課後児童クラブへ補助：８施設（20台）→ 3,600千円

・補助額：１台当たり180千円

（財源：国5/9、一般財源4/9）

（２）こども見守りGPSタグの導入

①私立幼児教育・保育施設への補助 → 15,520千円

１）対 象：97施設

保育所34、認定こども園７、地域型保育事業22、

認可外保育施設34

２）補助額：１施設160千円（事業費200千円×補助率4/5）

３）財 源：国3/4、一般財源1/4

（事業費の 国3/5、市1/5）

②公立幼児教育・保育施設への導入 → 4,800千円

１）対 象：24施設

保育所11、認定こども園３、幼稚園10

※幼稚園分は教育費に計上。

２）事業費：１施設200千円（財源：国3/5、一般財源2/5）

（３）登園管理システムの導入

①私立保育所等への補助 → 36,800千円

１）対 象：46施設

保育所28、認定こども園６、地域型保育事業12

２）補助額：１施設800千円

（事業費1,000千円×補助率4/5）

②認可外保育施設への補助 → 16,800千円

１）対 象：30施設

２）補助額：1施設560千円（事業費700千円×補助率4/5）

【①②共通】財源：国3/4、一般財源1/4

（事業費の国3/5、市1/5）

※年度内の事業完了が困難であるため、全額を限度額として「繰越明許費」を計上する。
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　議案第１４７号　　　　令和４年度福島市一般会計補正予算（第１２号）

（単位　千円）

款 項 目 事  業  名 補正額 国  庫
支出金

　　議案第○○号　　令和４年度福島市一般会計補正予算（第〇号）・・・・・・・・・・・・・２頁～３ ２ ２

12
民生費 児童

福祉費
児童
措置費

出産・子育て応援
交付金事業費

237,000 158,000 39,500 - 39,500

 

こども政策課・こども家庭課

説　　　　明

１．目的
　核家族化、地域のつながりの希薄化に加え、長引く
コロナ禍により、孤立感や不安感を抱く妊婦、子育て
家庭も少なくない現状から、妊娠期から出産・育児期
まで一貫して身近な関係で相談に応じ、様々なニーズ
に即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支援を充実
させる。併せて、経済的支援を一体として実施するこ
とで、全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育
てができる環境づくりの一助とする。

２．内容
（１）伴走型相談支援の拡充
　　①妊娠届出時
　　②妊娠８ヶ月ごろ（拡充）
　　③産後２カ月ごろまでの全戸訪問

（２）対象者
　　①基準日までに既に出産された方（1,200人）
　　②基準日時点で妊娠されている方（1,200人）
　　③基準日以降に妊娠届出された方（　450人）
　　④基準日以降に出生届出された方（　450人）
　　※①は令和4年4月1日以降の出産が対象
　　※基準日は令和5年1月を予定
　　※所得制限なし　　　対象者数　延べ3,300人

（３）給付内容
　　妊娠届出後：妊婦に対し5万円を現金給付
　　出生届出後：養育者に対しこども1人あたり
　　　　　　　　5万円を現金給付

（４）給付方法
　【当初支給対象者(上記①②)】
　　案内通知発送(1月下旬) → 申請受付(電子or
　　郵送) → 随時支給
　【通常支給対象者(上記③④)】
　　妊娠・出生届出後の面談の際に申請案内
　　→ 随時支給

予算
説明
書頁

財　　源　　内　　訳

県支出金 その他 一般財源


